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 第２期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の一部を次のとおり変更する。                     （傍線の部分は、改正部分） 

改 正 案 現   行 

１ （略） 

２ まち・ひと・しごと創生に向けた考え方 

 (1) 総合戦略の位置付け 

 国では２０１４年（平成２６年）１１月に「まち・ひと・しごと創

生法」（以下「法」という。）が施行され、同年１２月には「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン」及び人口減少と地域経済縮小の克服

やまち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指して「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」が策定、公表された。 

 また、２０１９年（令和元年）１２月には「第２期まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」が策定、公表された。 

 本県では、県の人口の現状と将来の人口の構造的な変化の見通しを

人口ビジョンとして示すとともに、そこから生じる基本的な課題に対

し、５年間で推進すべき取組として体系的に示した「埼玉県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を２０１６年（平成２８年）３月に策定し

た。 

 ２０２０年（令和２年）３月には、「埼玉県まち・ひと・しごと創

生総合戦略」の計画期間が満了したことから、それまでの成果や国の

第２期総合戦略を踏まえ、法第９条第１項に基づき、新たに今後５年

間（令和２年度から令和６年度）に推進する地方創生の目標や施策を

体系的に示した「第２期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以

下「第２期県戦略」という。）を策定した。 

 今般、上位計画である「埼玉県５か年計画 ～日本一暮らしやす

１ （略） 

２ まち・ひと・しごと創生に向けた考え方 

 (1) 総合戦略の位置付け 

 国では２０１４年（平成２６年）１１月に「まち・ひと・しごと創

生法」（以下「法」という。）が施行され、同年１２月には「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン」及び人口減少と地域経済縮小の克服

やまち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指して「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」が策定、公表された。 

 また、２０１９年（令和元年）１２月には「第２期まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」が策定、公表された。 

 本県では、県の人口の現状と将来の人口の構造的な変化の見通しを

人口ビジョンとして示すとともに、そこから生じる基本的な課題に対

し、５年間で推進すべき取組として体系的に示した「埼玉県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を２０１６年（平成２８年）３月に策定し

た。 

 今般、埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間が満

了することから、これまでの成果や国の第２期総合戦略を踏まえ、

法第９条第１項に基づき、新たに今後５年間（令和２年度から令

和６年度）に推進する地方創生の目標や施策を体系的に示した「第

２期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第２期県

戦略」という。）を策定する。 

   （新設） 
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改 正 案 現   行 

い埼玉へ～ 」が策定されたこと等を踏まえ、第２期県戦略を変更

する。 

 (2) 総合戦略の目的 

 本県では、いち早く、まち・ひと・しごとの創生の上で重要な課

題とされている生産年齢人口の減少という構造的な変化を本県の抱

える大きな課題と捉えていた。このため、本県では「埼玉版ウーマ

ノミクスプロジェクト」、「健康長寿埼玉プロジェクト」をはじめ

とする取組を全国に先駆けて進めてきた。 

 生産年齢人口減少への対応や高齢化への対応の取組を更に充実・

拡大し、本県の社会経済の活力を引き出していくとともに、こうし

た取組にとどまらず、少子社会そのものを変える取組を進めること

とする。そのために、若者の流出を抑え子育て世代の転入を進める

など人口が増加するための施策や結婚、妊娠・出産、子育ての希望

をかなえるための施策を進め、本県の今後迎える構造的な変化に戦

略的、積極的に取り組んでいく。 

 なお、取組を進めるに際しては、本県の強みを十分に生かすことが

必要である。本県は東京都に近接し、都道府県の中で人口規模は５位

という優位な地位にある。巨大な首都に接していることから生じる課

題も多いが、都心と結ばれた鉄道・交通網や、全国と首都を結ぶ交通

の結節点となっていること、３千万人を超える大消費地を有している

こと、それを生かした産業集積や、都心にはない豊かな生活・自然環

境などに恵まれている。こうした強みを最大限に活用する必要がある。 

 (3) （略） 

 

 

 (2) 総合戦略の目的 

 本県では、いち早く、まち・ひと・しごとの創生の上で重要な課

題とされている生産年齢人口の減少という構造的な変化を本県の抱

える大きな課題と捉えていた。このため、本県では「埼玉版ウーマ

ノミクスプロジェクト」、「健康長寿埼玉プロジェクト」をはじめ

とする取組を全国に先駆けて進めてきた。 

 生産年齢人口減少への対応や高齢化への対応の取組を更に充実・

拡大し、本県の社会経済の活力を引き出していくとともに、こうし

た取組にとどまらず、少子社会そのものを変える取組を進めること

とする。そのために、若者の流出を抑え子育て世代の転入を進める

など人口が増加するための施策や結婚・出産・子育ての希望をかな

えるための施策を進め、本県の今後迎える構造的な変化に戦略的、

積極的に取り組んでいく。 

 なお、取組を進めるに際しては、本県の強みを十分に生かすことが

必要である。本県は東京都に近接し、都道府県の中で人口規模は５位

という優位な地位にある。巨大な首都に接していることから生じる課

題も多いが、都心と結ばれた鉄道・交通網や、全国と首都を結ぶ交通

の結節点となっていること、３千万人を超える大消費地を有している

こと、それを生かした産業集積や、都心にはない豊かな生活・自然環

境などに恵まれている。こうした強みを最大限に活用する必要がある。 

 (3) （略） 
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改 正 案 現   行 

 (4) 一都三県の連携 

 本県が一角を占める東京圏における高齢化・少子化の問題は、本

県を含む一都三県で協力して対応することにより効果的な取組が図

られる。このため介護人材の確保・定着などの高齢化問題への対応

や少子化対策、働き方改革等について、「九都県市首脳会議」等を

活用して東京圏の連携により取組を進める。 

 

 (5) 多様な主体の活躍・連携 

 社会の構造的な変化に立ち向かうには、行政のみの対策では不十

分であり、社会全体での協力が必要である。住民、ＮＰＯ、企業な

ど多様な主体が活躍できる環境づくりを進めるとともに、女性、Ｌ

ＧＢＴＱ、高齢者、障害者、外国人などが活躍し、多様性に富む豊

かな地域社会を目指していく。 

 また、地域の総合力を最大限発揮できるよう、県議会をはじめ、

産業界、大学、金融機関、労働団体、言論界、ＮＰＯ、各種団体な

ど多様な主体の知見を活用するとともに、連携により取組を推進し

ていく。 

 (6) 新しい時代の流れへの対応 

 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う影響は、私たちの生活か

ら企業・行政の在り方まで、多方面に波及し、社会に新しい生活様

式をもたらした。中でも、テレワークやオンラインサービスをはじ

めとする新しい働き方・暮らし方は、より多様で柔軟な生き方の実

現につながっており、感染症が収束したポストコロナにおいても更

 (4) 一都三県の連携 

 本県が一角を占める東京圏における高齢化・少子化の問題は、本

県を含む一都三県で協力して対応することにより効果的な取組が図

られる。このため介護人材の確保・定着などの高齢化問題への対応

や少子化対策、働き方改革等について、「九都県市首脳会議」や「一

都三県の地方創生に関する連絡会議」等を活用して東京圏の連携に

より取組を進める。 

 (5) 多様な主体の活躍・連携 

 社会の構造的な変化に立ち向かうには、行政のみの対策では不十

分であり、社会全体での協力が必要である。住民、ＮＰＯ、企業な

ど多様な主体が活躍できる環境づくりを進めるとともに、女性、高

齢者、障害者、外国人などが活躍し、多様性に富む豊かな地域社会

を目指していく。 

 また、地域の総合力を最大限発揮できるよう、県議会をはじめ、

産業界、大学、金融機関、労働団体、言論界、ＮＰＯ、各種団体

など多様な主体の知見を活用するとともに、連携により取組を推

進していく。 

 (6) 新しい時代の流れへの対応 

   （新設） 
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改 正 案 現   行 

なる定着・加速を図る必要がある。 

 様々な分野においてＡＩ、ＩｏＴ、ロボット、自動運転などＳｏ

ｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けた先進技術を取り入れ、デジタルト

ランスフォーメーション（ＤＸ）を進めることにより、社会課題の

解決と生産性・利便性の向上による経済的発展等を図っていく。こ

れにより地域の魅力を高め、人を呼ぶ好循環を生み出していく。 

 我が国においては令和２年（２０２０年）１０月に「２０５０年

カーボンニュートラル」を宣言し、その実現の鍵となるのは、次世

代型太陽電池やカーボンリサイクルをはじめとした革新的なイノベ

ーションであるとされている。カーボンニュートラルへの対応を、

経済成長の制約やコストではなく、産業構造の転換と力強い成長を

生み出す機会と捉えて取り組む必要がある。 

 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、世界全体の経済、社会及び

環境の三側面における持続可能な開発を統合的取組として推進する

ものである。１７の目標を追求することは、地域における諸課題の

解決に貢献し、地域の持続可能な開発、すなわち地方創生を推進す

ることにつながる。 

 この戦略では、ＳＤＧｓの「誰一人取り残さない」という理念を

共有し、戦略を推進することにより、持続可能な社会の実現を目指

していく。 

 (7) （略） 

３ 埼玉県人口ビジョンを踏まえた基本的課題 

  （略） 

 

 様々な分野においてＡＩ、ＩｏＴ、ロボット、自動運転などＳｏ

ｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けた先進技術を取り入れ、社会課題の

解決と生産性・利便性の向上による経済的発展等を図っていく。こ

れにより地域の魅力を高め、人を呼ぶ好循環を生み出していく。 

 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、世界全体の経済、社会及び

環境の三側面における持続可能な開発を統合的取組として推進する

ものである。１７の目標を追求することは、地域における諸課題の

解決に貢献し、地域の持続可能な開発、すなわち地方創生を推進す

ることにつながる。 

 この戦略では、ＳＤＧｓの「誰一人取り残さない」という理念を

共有し、戦略を推進することにより、持続可能な社会の実現を目指

していく。 

 (7) （略） 

３ 埼玉県人口ビジョンを踏まえた基本的課題 

  （略） 
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改 正 案 現   行 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 自然減・少子化への対応 

   （略） 

 結婚や出産は個人の自由な決定に基づくものであり、本県の少子

化、さらには自然減に歯止めをかけるには、まずは県民それぞれの

結婚、妊娠・出産、子育ての希望を実現することが重要である。 

 (4) （略） 

４ 基本目標と施策 

 国の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、人

口減少と地域経済縮小の克服を目指して、①稼ぐ地域をつくるとと

もに、安心して働けるようにする、②地方とのつながりを築き、地

方への新しいひとの流れをつくる、③結婚、妊娠・出産、子育ての

希望をかなえる、④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力

的な地域をつくるの４つの基本目標と、①多様な人材の活躍を推進

する、②新しい時代の流れを力にするの２つの横断的な目標を定め

ている。 

 第２期県戦略においても、これを勘案しつつ、かつ本県の実態を

踏まえ①生産年齢人口の減少への対応、②社会増の適切な維持、③

自然減・少子化への対応、④異次元の高齢化への対応の基本的な課

題を基に、次の４つの基本目標を定める。 

  基本目標１ 県内における安定した雇用を創出する 

         ～生産年齢人口減少期における経済活性化～ 

  基本目標２ 県内への新しいひとの流れをつくる 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 自然減・少子化への対応 

   （略） 

 結婚や出産は個人の自由な決定に基づくものであり、本県の少子

化、さらには自然減に歯止めをかけるには、まずは県民の結婚・出

産・子育ての希望を実現することが重要である。 

 (4) （略） 

４ 基本目標と施策 

 国の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、人

口減少と地域経済縮小の克服を目指して、①稼ぐ地域をつくるとと

もに、安心して働けるようにする、②地方とのつながりを築き、地

方への新しいひとの流れをつくる、③結婚・出産・子育ての希望を

かなえる、④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地

域をつくるの４つの基本目標と、①多様な人材の活躍を推進する、

②新しい時代の流れを力にするの２つの横断的な目標を定めている。 

  

 第２期県戦略においても、これを勘案しつつ、かつ本県の実態を

踏まえ①生産年齢人口の減少への対応、②社会増の適切な維持、③

自然減・少子化への対応、④異次元の高齢化への対応の基本的な課

題を基に、次の４つの基本目標を定める。 

  基本目標１ 県内における安定した雇用を創出する 

         ～生産年齢人口減少期における経済活性化～ 

  基本目標２ 県内への新しいひとの流れをつくる 
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改 正 案 現   行 

         ～東京都区部への一極集中の克服～ 

  基本目標３ 県民の結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる 

         ～少子社会からの転換～ 

  基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 

         ～異次元の高齢化への挑戦～ 

 (1) 基本目標１ 県内における安定した雇用を創出する  

          ～生産年齢人口減少期における経済活性化～ 

  ア 生産年齢人口減少に対応した潜在的な人材の活用 

 本県の生産年齢人口が今後更に減少していくと予想される中、

その影響を最小限にし、県内で安定した労働力を確保し続けるた

めには、就業する意欲と能力がありながら現在就業が実現してい

ない潜在的な人材の活用を図ることが求められる。特に、女性の

就業率の向上とシニアの活躍が重要となる。 

 ２０１５年（平成２７年）国勢調査によると、本県の女性の就

業率は３０代で６６．７％、４０代で７２．２％と全国平均より

も低い。全国的にみても出産や子育てを機に離職する女性は約５

割に上り、また、離職した人の４分の１が「仕事を続けたかった

が、仕事と育児の両立が難しい」という理由を挙げている。さら

に、子育てに専念するために離職した人も子供の成長とともに就

職希望率は高くなる。こうした中で働きたいと願う女性が持続的

にキャリアを積み重ねていけるよう、結婚や出産、子育てなどの

ライフステージの変化に合わせ、希望する働き方を多様な選択肢

から選ぶことを可能とする環境づくりを進めていく。 

         ～東京都区部への一極集中の克服～ 

  基本目標３ 県民の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

         ～少子社会からの転換～ 

  基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 

         ～異次元の高齢化への挑戦～ 

 (1) 基本目標１ 県内における安定した雇用を創出する  

          ～生産年齢人口減少期における経済活性化～ 

  ア 生産年齢人口減少に対応した潜在的な人材の活用 

 本県の生産年齢人口が今後更に減少していくと予想される中、

その影響を最小限にし、県内で安定した労働力を確保し続けるた

めには、就業する意欲と能力がありながら現在就業が実現してい

ない潜在的な人材の活用を図ることが求められる。特に、女性の

就業率の向上とシニアの活躍が重要となる。 

 本県の３０代女性の就業率は、２０１５年（平成２７年）国勢

調査によると６６．７％で全国４３位と低く、いわゆるＭ字カー

ブの谷が深い。全国的にみても出産や子育てを機に離職する女性

は約５割に上り、また、離職した人の４分の１が「仕事を続けた

かったが、仕事と育児の両立が難しい」という理由を挙げている。

さらに、子育てに専念するために離職した人も子供の成長ととも

に就職希望率は高くなる。こうした中で女性がいきいきと活躍で

きる環境を整備し、地域経済の活性化につなげる「埼玉版ウーマ

ノミクスプロジェクト」などの取組を推進する。 
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 また、団塊世代を中心に多くの高齢者が就業の第一線から退い

ている。一方で平均寿命や健康寿命の延伸により元気な高齢者が

増えていることから、セカンドキャリアの形成や企業とのマッチ

ングを支援するなどにより、就業を希望する高齢者がその能力を

発揮し活躍できる環境づくりを行う。 

  イ 魅力的な雇用を創出する県内産業の振興 

 生産年齢人口が減少する中で経済の活力を維持するには、企業

の生産性を高め、「稼ぐ力」のある産業を振興することにより、

魅力的な雇用を創出することが重要である。 

 まずは、本県経済の新たな成長を導く次世代産業や先端産業を

振興するとともに、首都圏という巨大マーケットの中央に位置し、

交通アクセスが充実している強みを生かして産業集積を進める。 

 また、本県の事業所の状況をみると、中小企業が占める割合が

高く、就業者や県内総生産の構成比では製造業は減少傾向にある

一方で、サービス業は増加傾向にあり、産業構造の転換が進んで

いる。このため、サービス業を含め、経営革新に取り組む中小企

業への支援などを行い魅力と生産性の向上を図る。 

 また、本県の強みを生かした農林業の振興を図るとともに、外

国人観光客の来訪促進や受入体制の充実などによる観光業などの

振興を図る。 

 さらに、県内に多数ある大学・短期大学や国の研究機関との連

携により、研究開発や産業人材の育成などの多様な取組を推進し

ていく。 

 また、団塊世代を中心に多くの高齢者が就業の第一線から退い

ている。一方で平均寿命や健康寿命の延伸により元気な高齢者が

増えていることから、セカンドキャリアの形成や企業とのマッチ

ングを支援するなどにより、就業を希望する高齢者がその能力を

発揮し活躍できる環境づくりを行う。 

  イ 魅力的な雇用を創出する県内産業の振興 

 生産年齢人口が減少する中で経済の活力を維持するには、企業

の生産性を高め、「稼ぐ力」のある産業を振興することにより、

魅力的な雇用を創出することが重要である。 

 まずは、本県経済の新たな成長を導く次世代産業や先端産業を

振興するとともに、首都圏という巨大マーケットの中央に位置し、

交通アクセスが充実している強みを生かして産業集積を進める。 

 また、本県の事業所の状況をみると、中小企業が占める割合が

高く、就業者や県内総生産の構成比では製造業は減少傾向にある

一方で、サービス業は増加傾向にあり、産業構造の転換が進んで

いる。このため、サービス業を含め、経営革新に取り組む中小企

業への支援などを行い魅力と生産性の向上を図る。 

 また、本県の強みを生かした農林業の振興を図るとともに、今

後東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等を契機

に成長が期待される観光業などの振興を図る。 

 さらに、県内に多数ある大学・短期大学や国の研究機関との連

携により、研究開発や産業人材の育成などの多様な取組を推進し

ていく。 
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  ウ 主な施策 

   (ｱ) 女性がいきいきと輝く社会の構築 

     （略） 

    ａ （略） 

    ｂ テレワークなど柔軟な働き方の推進 

    ｃ～ｇ （略） 

    ｈ 女性の就業・キャリアアップのワンストップ支援 

    ｉ・ｊ （略） 

   (ｲ) 高齢者等の就業支援と雇用の拡大 

     （略） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ 障害者への就業支援 

    ｄ 職業訓練を含めた、高齢者のリカレント教育機会の提供等 

   (ｳ) 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    （略） 

    ａ ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットをはじめとしたデジタル技術の活

用支援 

    ｂ デジタル技術を活用した製品等の開発・実証支援 

    ｃ～ｆ （略） 

    ｇ 圏央道以北地域などへの産業地誘導 

    ｈ・ｉ （略） 

    ｊ スマート農業技術の開発・実証・普及 

    ｋ スマート林業技術の導入・普及 

  ウ 主な施策 

   (ｱ) 女性がいきいきと輝く社会の構築 

     （略） 

    ａ （略） 

    （新設） 

    ｂ～ｆ （略） 

    ｇ 女性のキャリアアップや再就職の支援 

    ｈ・ｉ （略） 

   (ｲ) 高齢者等の就業支援と雇用の拡大 

     （略） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ 障害者への就業支援等 

    （新設） 

   (ｳ) 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    （略） 

    ａ 先端産業創造プロジェクトの推進 

 

    （新設） 

    ｂ～ｅ （略） 

    ｆ 圏央道沿線地域に加えて圏央道以北地域への産業地誘導 

    ｇ・ｈ （略） 

    ｉ ＩＣＴなど新たな技術の農林業分野への普及拡大 

    （新設） 
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    ｌ （略） 

    (ｴ) 県内中小企業の支援、サービス産業の振興 

     （略） 

    ａ～ｉ （略） 

    ｊ 中小製造業やサービス産業などにおけるＤＸ支援 

    ｋ ＳＤＧｓを推進する企業の取組の支援 

    ｌ・ｍ （略） 

    （削る） 

 

    ｎ （略） 

    (ｵ) 産業人材の確保・育成 

     （略） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ 専門高校による産業教育の充実 

    ｄ デジタル技術を活用できる人材の育成等 

  エ 基本指標 

    (ｱ) 就業率 ６１．５％（令和６年） 

      ［現状値］６０．８％（平成３０年） 

    (ｲ) 女性（３０～３９歳、４０～４９歳）の就業率 ３０～３９歳

 ７３．９％、４０～４９歳 ７８．３％（令和６年） 

      ［現状値］３０～３９歳 ７１．６％、４０～４９歳 ７６．

３％（令和２年） 

    (ｳ) （略） 

    ｊ （略） 

    (ｴ) 県内中小企業の支援、サービス産業の振興 

     （略） 

    ａ～ｉ （略） 

    （新設） 

    （新設） 

    ｊ・ｋ （略） 

    ｌ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等に

向けた多言語対応の充実 

    ｍ （略） 

    (ｵ) 産業人材の確保・育成 

      （略） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ 専門高校による産業教育の充実等 

    （新設） 

  エ 基本指標 

    (ｱ) 就業率  ６０．８％（令和６年） 

      ［現状値］６０．８％（平成３０年） 

    (ｲ) 女性（３０～３９歳）の就業率 ６９．５％（令和７年） 

      ［現状値］６６．７％（平成２７年） 

 

 

    (ｳ) （略） 
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  オ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ)  民間企業の障害者雇用率 法定雇用率以上（令和６年）  

          ［現状値］２．２２％（令和元年） 

    (ｴ)～(ｶ)   （略） 

    (ｷ) 農家一戸当たり生産農業所得 １，６８７，０００円（令

和６年度） 

         ［現状値］１，２２８，３８２円（平成２９年度） 

    (ｸ) （略） 

    (ｹ)  外国人観光客数 ５０万人（令和６年） 

         ［現状値］６７万人（平成３０年） 

    (ｺ)～(ｽ)  （略） 

    (ｾ) 埼玉しごとセンターを活用した就職者数 

 

    ａ ３０代女性  ５６０人（令和６年度） 

    ｂ 全就職者（ａを含む。） ４，５００人（令和６年度） 

         ［現状値］ａ ３０代女性 ５５３人 （平成３０年度） 

          ｂ 全就職者（ａを含む。） ４，３９３人（平成

３０年度） 

 (2)  基本目標２ 県内への新しいひとの流れをつくる 

           ～東京都区部への一極集中の克服～ 

  ア 埼玉県からの人材の流出の減少 

 本県からの人材の流出を減少させるためには、就業等をきっか

  オ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ)  民間企業の障害者雇用率 ２．３％（令和６年）  

          ［現状値］２．２２％（令和元年） 

    (ｴ)～(ｶ)   （略） 

    (ｷ) 農家一戸当たり生産農業所得 １，４００，３５５円（令

和６年度） 

         ［現状値］１，２２８，３８２円（平成２９年度） 

    (ｸ) （略） 

    (ｹ) 外国人観光客数 １１４万人（令和６年） 

         ［現状値］６７万人（平成３０年） 

    (ｺ)～(ｽ)  （略） 

    (ｾ) ハローワーク浦和・就業支援サテライトを活用した就職者

数 

    ａ ３０代女性  ５６０人（令和６年度） 

    ｂ 全就職者（ａを含む。） ４，５００人（令和６年度） 

         ［現状値］ａ ３０代女性 ５５３人 （平成３０年度） 

          ｂ 全就職者（ａを含む。） ４，３９３人（平成

３０年度） 

 (2)  基本目標２ 県内への新しいひとの流れをつくる 

           ～東京都区部への一極集中の克服～ 

  ア 埼玉県からの人材の流出の減少 

 本県からの人材の流出を減少させるためには、就業等をきっか
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けに東京都区部等に転出する１０代後半から２０代前半の世代を

中心に、人材の流れを変える必要がある。令和３年３月現在、県

内高校生（国立、公立、私立の全日制・定時制）の３１．４％が

県外に就職している状況にある。 

 このため、若者に中小企業を中心とする県内企業の魅力のＰＲ

や県内企業とのマッチング等のきめ細かな就業支援を行うなどの

対策を進める。 

  イ 埼玉県への人の誘導 

 本県には、子育て世代を中心として主に東京都区部から多くの

転入がある。これは交通網や生活インフラが整備され、みどりや

川の自然環境に恵まれている、広い住居が確保できるなどの住環

境の良さが魅力となっていると考えられる。 

 こうした子育て世代の流入を更に拡大するため、多様な保育サ

ービスの提供、三世代同居や近居の推進など子育てしやすいまち

づくりを進め、生活環境の魅力を更に向上させる。 

 働き方の見直しに伴う都市部から地方への新たな人の流れを捉

えることで、関係人口の創出や移住・定住につなげ、本県への人

材の流れをつくる。 

 また、首都圏という巨大マーケットの中央に位置し、発達した

交通網など立地的に恵まれ、近距離で気軽に旅行できる観光のポ

テンシャルを有する本県の強みを生かすとともに、多彩で個性豊

かな県内各地域の資源を活用した観光振興により本県への人の誘

導を図る。 

けに東京都区部等に転出する１０代後半から２０代前半の世代を

中心に、人材の流れを変える必要がある。平成３１年３月現在、

県内高校生（国立、公立、私立の全日制・定時制）の３１．５％

が県外に就職している状況にある。 

 このため、若者に中小企業を中心とする県内企業の魅力のＰＲ

や県内企業とのマッチング等のきめ細かな就業支援を行うなどの

対策を進める。 

  イ 埼玉県への人の誘導 

 本県には、子育て世代を中心として主に東京都区部から多くの

転入がある。これは交通網や生活インフラが整備され、みどりや

川の自然環境に恵まれている、広い住居が確保できるなどの住環

境の良さが魅力となっていると考えられる。 

 こうした子育て世代の流入を更に拡大するため、多様な保育サ

ービスの提供、三世代同居や近居の推進など子育てしやすいまち

づくりを進め、生活環境の魅力を更に向上させる。 

 子育て世代だけでなく、高齢者を含む幅広い世代に本県の良さ

を知ってもらい、デュアルライフ（二地域居住）の推進などによ

り本県への移住を進め、本県への人材の流れをつくる。 

 また、首都圏という巨大マーケットの中央に位置し、発達した

交通網など立地的に恵まれ、近距離で気軽に旅行できる観光のポ

テンシャルを有する本県の強みを生かすとともに、多彩で個性豊

かな県内各地域の資源を活用した観光振興により本県への人の誘

導を図る。 
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    （削る） 

 

 

 

 

 

  ウ 主な施策 

    (ｱ) 若年者を中心とした就業支援  

     （略） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ テレワークなど柔軟な働き方の推進【再掲】 

    ｄ～ｆ （略） 

    (ｲ)  （略） 

    (ｳ)  教育の充実と地域連携の推進 

     （略） 

    ａ～ｃ （略） 

    ｄ 企業やＮＰＯなどの地域と連携・協働した教育の推進 

    ｅ ＧＩＧＡスクール構想によるＩＣＴ教育の推進等 

    (ｴ) 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

     （略） 

    ａ （略） 

    ｂ ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズの活動推進 

    ｃ 市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用の促

 さらに、全世界が注目するビッグイベントであるラグビーワー

ルドカップ２０１９TMや東京２０２０オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の本県開催は埼玉の魅力を発信する絶好のチャンス

であり、これを起爆剤として国内外からの観光客などの交流人口

の増加を図るとともに、そのレガシーを活用し地域の活性化に取

り組んでいく。 

  ウ 主な施策 

    (ｱ) 若年者を中心とした就業支援  

     （略） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ 在宅勤務など柔軟な働き方の推進 

    ｄ～ｆ （略） 

    (ｲ)  （略） 

    (ｳ)  教育の充実と地域連携の推進 

     （略） 

    ａ～ｃ （略） 

    ｄ 企業やＮＰＯなどの地域と連携・協働した教育の推進等 

    （新設） 

    (ｴ) 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

     （略） 

    ａ （略） 

    （新設） 

    （新設） 
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進 

    ｄ ラグビーワールドカップ２０１９、東京２０２０オリンピ

ック・パラリンピックのレガシーを生かした公園等の利活用 

    ｅ～ｇ （略） 

    (ｵ) （略） 

    （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 基本指標  

    (ｱ) 人口の社会増の維持（全年齢） １９，３６２人（令和６

年） 

     ［現状値］１７，０３６人（平成３０年） 

    (ｲ) 人口の社会増の維持（０～１４歳） ２，５８８人（令和

６年） 

 

    （新設） 

 

    ｂ～ｄ （略） 

    (ｵ) （略） 

    (ｶ) 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等を契機とした地域の活性化 

      東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等の国際スポーツ大会の開

催を契機として新しい人の流れを創出し、地域経済の活性化

につなげる。 

    ａ スポーツを生かした地域振興や本県の多様な魅力の発信な

どによるレガシーの創出 

    ｂ 公共交通網などの基盤整備の促進 

    ｃ 多様な団体が一丸となった観客等の受入準備 

    ｄ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等に

向けた多言語対応の充実【再掲】等 

  エ 基本指標  

    (ｱ) 人口の社会増の維持（全年齢） １７，０３６人（令和６

年） 

     ［現状値］１７，０３６人（平成３０年） 

    (ｲ) 人口の社会増の維持（０～１４歳） ３，４４０人（令和

６年） 
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     ［現状値］２，３９６人（平成３０年） 

  オ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ) （略） 

    (ｲ) 県内大学新規卒業者に占める不安定雇用者の割合 ４．

３％（令和６年度） 

     ［現状値］５．４％（平成３０年度） 

    (ｳ)・(ｴ) （略）  

    (ｵ) ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズの個人サポーター数 １

６，０００人（令和６年度末） 

     ［現状値］０人（令和２年度末） 

    (ｶ) 民間事業者などによる河川空間の利活用件数 ２１件（令

和６年度末） 

     ［現状値］１２件（令和２年度末） 

    (ｷ) 観光客１人当たりの観光消費額（県外からの宿泊客） ２

５，６００円（令和６年） 

     ［現状値］２１，０３１円（平成３０年） 

    (ｸ) 観光客１人当たりの観光消費額（県外からの日帰り客） ７，

９００円（令和６年） 

     ［現状値］７，１５８円（平成３０年） 

 (3) 基本目標３ 県民の結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえ

る 

          ～少子社会からの転換～ 

  ア 結婚、妊娠・出産、子育てへの支援 

     ［現状値］２，３９６人（平成３０年） 

  オ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ) （略） 

    (ｲ) 県内大学新規卒業者に占める不安定雇用者の割合 ４．

２％（令和６年度） 

     ［現状値］５．４％（平成３０年度） 

    (ｳ)・(ｴ) （略）  

    （新設） 

 

 

    （新設） 

 

 

    (ｵ) 観光客１人当たりの観光消費額（県外からの宿泊客） ２

９，８００円（令和６年） 

     ［現状値］２１，０３１円（平成３０年） 

    (ｶ) 観光客１人当たりの観光消費額（県外からの日帰り客） 

１０，２００円（令和６年） 

     ［現状値］７，１５８円（平成３０年） 

 (3) 基本目標３ 県民の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

          ～少子社会からの転換～ 

  ア 結婚・出産・子育てへの支援 
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 本県の少子化に歯止めをかけるためには、安心して子供を産み

育てられる環境を整備することにより、県民それぞれの結婚、妊

娠・出産、子育ての希望を実現することが有効と考えられる。 

 これまで晩婚化や未婚率の上昇が進んでいるが、結婚できない

理由としては、社人研の出生動向基本調査（平成２７年）による

と、２５～３４歳の男女ともに「適当な相手にめぐり会わない」

が１位、「結婚資金が足りない」が２位となっている。このため、

結婚を希望している人への出会いの機会づくりの支援や若い世代

の経済的な安定を図るための支援などを行う。 

 ３０代前半の妻が予定する子供の数を実現できない場合の理由

としては、年齢や健康上の理由、収入が不安定、自分の夫の仕事

の事情などを挙げている。出産の希望をかなえるため、子育ての

経済的・精神的負担の軽減を図ることや良好な教育環境を確保す

ること、仕事と子育てが両立できるよう支援することなどが重要

である。具体的には、妊娠・出産・子育て期にわたる切れ目ない

支援を推進する。また、不妊治療の支援、保育士の確保及びこれ

に応じた保育所の整備や多様なニーズに応じた保育サービスの提

供を推進するとともに、男女ともに働き方を見直すなど、ワーク

ライフバランスの確立を図る。 

 また、両親に子供２人という一般的家庭のモデルを多子世帯に

変えるとともに、第３子以上を持つ多子世帯への支援を充実する。 

 さらに、家族の絆を生かした三世代同居・近居への支援を行う。 

 イ 主な施策 

 本県の少子化に歯止めをかけるためには、安心して子供を産み

育てられる環境を整備することにより、県民の結婚・出産・子育

ての希望を実現することが有効と考えられる。 

 これまで晩婚化や未婚率の上昇が進んでいるが、結婚できない

理由としては、社人研の出生動向基本調査（平成２７年）による

と、２５～３４歳の男女ともに「適当な相手にめぐり会わない」

が１位、「結婚資金が足りない」が２位となっている。このため、

結婚を希望している人への出会いの機会づくりの支援や若い世代

の経済的な安定を図るための支援などを行う。 

 ３０代前半の妻が予定する子供の数を実現できない場合の理由

としては、年齢や健康上の理由、収入が不安定、自分の夫の仕事

の事情などを挙げている。出産の希望をかなえるため、子育ての

経済的・精神的負担の軽減を図ることや良好な教育環境を確保す

ること、仕事と子育てが両立できるよう支援することなどが重要

である。具体的には、妊娠・出産・子育て期にわたる切れ目ない

支援を推進する。また、不妊治療の支援、保育士の確保及びこれ

に応じた保育所の整備や多様なニーズに応じた保育サービスの提

供を推進するとともに、男女ともに働き方を見直すなど、ワーク

ライフバランスの確立を図る。 

 また、両親に子供２人という一般的家庭のモデルを多子世帯に

変えるとともに、第３子以上を持つ多子世帯への支援を充実する。 

 さらに、家族の絆を生かした三世代同居・近居への支援を行う。 

  イ 主な施策 
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    (ｱ) 結婚、妊娠・出産への支援 

     （略） 

    ａ 若年者へのライフデザイン構築支援 

    ｂ・ｃ （略） 

    ｄ 不妊治療への支援 

    ｅ 子育て世代包括支援センターを中心とした妊娠、出産、子

育てまでの切れ目ない支援や産前・産後の不安のある方への

支援（埼玉版ネウボラ）の充実 

    ｆ （略） 

    (ｲ) 子育て支援の充実 

     （略） 

    ａ～ｊ （略） 

    ｋ 子供の居場所づくり活動等に対する支援 

    ｌ （略） 

    (ｳ) ワークライフバランスの推進 

     （略） 

    ａ （略） 

    ｂ テレワークなど柔軟な働き方の推進【再掲】 

    ｃ （略） 

    (ｴ) 若年者の生活安定の支援 

 若い世代の経済的な安定を図り、結婚、妊娠・出産の希望

が実現できる環境を整える。また、非正規の職に就いている

人々に対し、本人の希望に即した形での正規雇用に向けた支

    (ｱ) 結婚・出産への支援 

     （略） 

    （新設） 

    ａ・ｂ （略） 

    ｃ 妊娠、出産、不妊に関する相談や、不妊治療費への助成 

    ｄ 子育て世代包括支援センター（埼玉版ネウボラ）による妊

娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援 

 

    ｅ （略） 

    (ｲ) 子育て支援の充実 

     （略） 

    ａ～ｊ （略） 

    （新設） 

    ｋ （略） 

    (ｳ) ワークライフバランスの推進 

     （略） 

    ａ （略） 

    （新設） 

    ｂ （略） 

    (ｴ) 若年者の生活安定の支援 

 若い世代の経済的な安定を図り、結婚・出産の希望が実現

できる環境を整える。また、非正規の職に就いている人々に

対し、本人の希望に即した形での正規雇用に向けた支援を推
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援を推進する。 

    ａ～ｄ （略） 

    (ｵ)  （略） 

  ウ （略） 

  エ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ) 不妊検査助成件数 ２，５３０件（令和６年度） 

     ［現状値］２，４８５件（令和２年度） 

    (ｲ)～(ｵ) （略）  

    (ｶ) 子供の居場所の数 ８００か所（令和６年度） 

     ［現状値］３８０か所（令和２年度） 

    (ｷ)～(ｹ) （略）  

 (4) 基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 

          ～異次元の高齢化への挑戦～ 

  ア 健康長寿と医療・福祉サービスの連携・充実 

 人生１００年時代を見据えて、高齢者ができるだけ長い期間、

健康で暮らせるようにするとともに、一人一人のニーズに合った

医療、介護などのサービスが切れ目なく提供されることで、いき

いきと過ごすことができる社会をつくっていくことが重要である。

このため、健康長寿に取り組む市町村への支援や在宅での生活を

支えるための地域包括ケアシステムの更なる深化、介護施設の整

備、介護人材の確保などを進める。 

  イ （略） 

  ウ 主な施策 

進する。 

    ａ～ｄ （略） 

    (ｵ)  （略） 

  ウ （略） 

  エ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ) 不妊治療助成件数 ６，１００件（令和６年度） 

     ［現状値］５，９１１件（平成３０年度） 

    (ｲ)～(ｵ) （略）  

    （新設） 

 

    (ｶ)～(ｸ) （略）  

 (4) 基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 

          ～異次元の高齢化への挑戦～ 

  ア 健康長寿と医療・福祉サービスの連携・充実 

 異次元の高齢化が進む中で、高齢者ができるだけ長い期間、健

康で暮らせるようにするとともに、一人一人のニーズに合った医

療、介護などのサービスが切れ目なく提供されることで、いきい

きと過ごすことができる社会をつくっていくことが重要である。

このため、「健康長寿埼玉プロジェクト」などの取組や在宅での

生活を支えるための地域包括ケアシステムの構築、介護施設の整

備、介護人材の確保などを進める。 

  イ （略） 

  ウ 主な施策 
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    (ｱ) 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

     （略） 

    ａ 医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化へ

の支援 

    ｂ～ｅ （略） 

    ｆ ケアラー支援の推進 

    ｇ・ｈ （略） 

    ｉ オンライン診療、電子処方箋及びオンライン服薬指導の普

及促進 

    ｊ （略） 

    (ｲ) 生涯を通じた健康の確保 

 誰もがいつまでも健康を実感しながら、いきいきとした暮

らしを送れるよう、市町村や民間団体とともに健康長寿に取

り組む。 

    ａ 健康長寿に取り組む市町村への支援 

 

    ｂ～ｄ （略） 

    (ｳ) 誰もが快適で暮らしやすいまちづくり 

     （略） 

    ａ 少子高齢化に対応する埼玉版スーパー・シティプロジェク

トの推進 

    ｂ～ｅ （略） 

    ｆ あと数マイルプロジェクトの推進 

    (ｱ) 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

     （略） 

    ａ 医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの構築へ

の支援 

    ｂ～ｅ （略） 

    （新設） 

    ｆ・ｇ （略） 

    ｈ ＩＣＴを活用した地域医療連携システムの構築 

 

    ｉ （略） 

    (ｲ) 生涯を通じた健康の確保 

 誰もがいつまでも健康を実感しながら、いきいきとした暮

らしを送れるよう、「健康長寿埼玉プロジェクト」などを市

町村や民間団体とともに展開する。 

    ａ 健康長寿埼玉モデルの普及や健康長寿サポーターの養成等

による健康長寿埼玉の推進 

    ｂ～ｄ （略） 

    (ｳ) 誰もが快適で暮らしやすいまちづくり 

     （略） 

    （新設） 

 

    ａ～ｄ （略） 

    （新設） 
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    ｇ （略） 

    ｈ 行政手続の総合的なオンライン化の推進 

 

    ｉ～ｌ （略） 

    (ｴ) 共助社会づくりと地域連携の推進 

     （略） 

    ａ～ｇ （略） 

    ｈ 高齢者のリカレント教育機会の提供 

    ｉ～ｌ （略） 

  エ 基本指標 

    (ｱ)  健康寿命 男性１８．２８年、女性２１．０８年（令和６

年） 

     ［現状値］男性１７．５７年、女性２０．３６年（平成２

９年） 

    (ｲ) （略） 

  オ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ) 県内介護職員数 １１０，９００人（令和６年度） 

     ［現状値］８６，６１２人（平成２９年度） 

    (ｴ)  ケアラー支援を担う福祉・教育部門の人材育成数 累計 

４，２００人（令和４年度～６年度） 

    (ｵ) （略） 

    (ｶ) 人口千人当たりの刑法犯認知件数 ５．７件（令和６年） 

    ｅ （略） 

    ｆ 市町村などとの連携による電子申請・届出サービスなどの

拡充 

    ｇ～ｊ （略） 

    (ｴ) 共助社会づくりと地域連携の推進 

     （略） 

    ａ～ｇ （略） 

    （新設） 

    ｈ～ｋ （略） 

  エ 基本指標 

    (ｱ)  健康寿命 男性１７．８３年、女性２０．４１年（令和６

年） 

     ［現状値］男性１７．５７年、女性２０．３６年（平成２

９年） 

    (ｲ) （略） 

  オ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ) 県内介護職員数 １１１，４００人（令和６年１０月１日） 

     ［現状値］８６，６１２人（平成２９年１０月１日） 

    （新設） 

 

    (ｴ)  （略） 

    (ｵ) 人口千人当たりの刑法犯認知件数 ７．４件（令和６年） 
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     ［現状値］８．２件（平成３０年） 

    (ｷ) （略） 

    (ｸ) 埼玉版スーパー・シティプロジェクトに取り組む市町村数 ３

２市町村（令和６年度末） 

     ［現状値］０市町村（令和２年度末） 

    (ｹ) 地域公共交通計画の策定市町村数 ３４市町村（令和６年

度末） 

     ［現状値］１９市町村（令和２年度末） 

    (ｺ)・(ｻ) （略） 

    (ｼ) 県行政手続のオンライン利用率 ４０％（令和６年度） 

     ［現状値］２１．５％（令和２年度） 

 

    (ｽ) （略） 

    (ｾ) 地域社会活動に参加している県民の割合 ３８．９％（令

和６年度） 

     ［現状値］３６．６％（令和元年度） 

    (ｿ)～(ﾁ)  （略） 

５ 地域の特徴に基づく重点課題・施策（参考） 

  （略） 

 (1) さいたま・南部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 社会増を適切に維持するために、子育て環境を整備し、子育て

     ［現状値］８．２件（平成３０年） 

    (ｶ) （略） 

    （新設） 

 

 

    (ｷ) バスの利用者数 ２６５百万人（令和６年度） 

     ［現状値］２３５百万人（平成３０年度）  

 

    (ｸ)・(ｹ) （略） 

    (ｺ) 県及び市町村の電子申請・届出サービス利用件数 ４９７，

０００件（令和６年度） 

     ［現状値］３３４，９１５件（平成３０年度） 

    (ｻ)  （略） 

    (ｼ) 地域社会活動に参加している県民の割合 ４３．２％（令

和６年） 

     ［現状値］３６．６％（令和元年） 

    (ｽ)～(ｿ)  （略） 

５ 地域の特徴に基づく重点課題・施策（参考） 

  （略） 

 (1) さいたま・南部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 社会増を適切に維持するために、子育て環境を整備し、子育て
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世代にまちの魅力をアピールすることが重要である。 

 また、急速な高齢化が予測されるため、高齢者がいきいきと活

躍できる社会の構築や高齢者が安心して地域で過ごせる環境の整

備が必要である。 

 また、雇用を創出する産業を振興するため、高次の国際的競争

力を持つ企業の育成、中小企業の技術力向上やものづくりを担う

人材育成の支援などが重要である。 

 さらに、東京２０２０オリンピック・パラリンピックのレガシ

ーなどを生かして地域の活性化を図る取組が重要である。 

    (ｱ)  （略） 

    (ｲ)  急速な高齢化への対応（基本目標１・４関連） 

    ａ  （略） 

    ｂ 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

    (a) 医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化

への支援 

    (b)  （略） 

    ｃ （略） 

    (ｳ)  雇用を創出するための産業の育成（基本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a) ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットをはじめとしたデジタル技術の

活用支援 

    (b) デジタル技術を活用した製品等の開発・実証支援 

    (c) （略） 

世代にまちの魅力をアピールすることが重要である。 

 また、急速な高齢化が予測されるため、高齢者がいきいきと活

躍できる社会の構築や高齢者が安心して地域で過ごせる環境の整

備が必要である。 

 また、雇用を創出する産業を振興するため、高次の国際的競争

力を持つ企業の育成、中小企業の技術力向上やものづくりを担う

人材育成の支援などが重要である。 

 さらに、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会

の開催などを契機として地域の活性化を図る取組が重要である。 

    (ｱ)  （略） 

    (ｲ)  急速な高齢化への対応（基本目標１・４関連） 

    ａ  （略） 

    ｂ 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

    (a) 医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの構築

への支援 

    (b)  （略） 

    ｃ （略） 

    (ｳ)  雇用を創出するための産業の育成（基本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a) 先端産業創造プロジェクトの推進 

 

    （新設） 

    (b) （略） 
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    ｂ （略） 

    (ｴ)  地域の魅力発信と地域経済の活性化（基本目標２関連） 

 

    ａ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

 

 

    (a)  ラグビーワールドカップ２０１９、東京２０２０オリン

ピック・パラリンピックのレガシーを生かした公園等の利

活用等 

    （削る） 

    （削る） 

 

 (2) 南西部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 総人口に占める転入者・転出者の割合が高く、また、２０代、

３０代の転入者数・転出者数が多いことから、子育て環境の整備

や地域コミュニティの活性化による地域への定着が課題となって

いる。 

 子育て世帯に定着してもらうために、子育て環境の一層の充実

を図るとともに、地域への愛着を高める取組が必要である。 

 また、急速な高齢化が予測されるため、高齢者がいきいきと活

躍できる社会の構築や高齢者が安心して地域で過ごせる環境の整

    ｂ （略） 

    (ｴ)  スポーツを生かした地域振興、地域経済の活性化（基本目

標２関連） 

    ａ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等を契機とした地域の活性

化 

    (a)  スポーツを生かした地域振興や本県の多様な魅力の発信

などによるレガシーの創出 

 

    (b)  公共交通網などの基盤整備の促進 

    (c)  東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等

に向けた多言語対応の充実等 

 (2) 南西部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 総人口に占める転入者・転出者の割合が高く、また、２０代、

３０代の転入者数・転出者数が多いことから、子育て環境の整備

や地域コミュニティの活性化による地域への定着が課題となって

いる。 

 子育て世帯に定着してもらうために、子育て環境の一層の充実

を図るとともに、地域への愛着を高める取組が必要である。 

 また、急速な高齢化が予測されるため、高齢者がいきいきと活

躍できる社会の構築や高齢者が安心して地域で過ごせる環境の整
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備が必要である。 

    （削る） 

 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ)  急速な高齢化への対応（基本目標１・４関連） 

    ａ （略） 

    ｂ 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

    (a)  医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化

への支援 

    (b)  （略） 

    （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｴ)・(ｵ) （略）  

 (3) 東部地域 

  ア・イ （略） 

備が必要である。 

さらに、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大

会の開催などを契機として地域の活性化を図る取組が重要である。 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ)  急速な高齢化への対応（基本目標１・４関連） 

    ａ （略） 

    ｂ 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

    (a)  医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの構築

への支援 

    (b)  （略） 

    (ｴ)  スポーツを生かした地域振興、地域経済の活性化（基本目

標２関連） 

    ａ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等を契機とした地域の活性

化 

    (a)  スポーツを生かした地域振興や本県の多様な魅力の発信

などによるレガシーの創出 

    (b)  公共交通網などの基盤整備の促進 

    (c)  東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等

に向けた多言語対応の充実等 

    (ｵ)・(ｶ) （略）  

 (3) 東部地域 

  ア・イ （略） 
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  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

    (ｱ)  急速な高齢化への対応（基本目標１・４関連） 

    ａ （略） 

    ｂ 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

    (a)  医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの深化

への支援 

    (b)  （略） 

    (ｲ)  新しいまちづくりと子育て環境の整備（基本目標２・３関

連） 

    ａ 子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充

実 

    (a)～(c) （略） 

    (d)  放課後児童クラブや放課後子供教室への支援等 

    （削る） 

    (ｳ)  観光資源を活用した地域活性化（基本目標２関連） 

    ａ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a) （略） 

    (b) グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源

を活用した多彩な体験型観光づくり 

    (c) 市町村や民間事業者と連携した水辺空間の利活用の促進

等 

 (4) 県央地域 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

    (ｱ)  急速な高齢化への対応（基本目標１・４関連） 

    ａ （略） 

    ｂ 高齢者等が安心して暮らせる社会づくり 

    (a)  医療・介護の連携促進など地域包括ケアシステムの構築

への支援 

    (b)  （略） 

    (ｲ)  新しいまちづくりと子育て環境の整備（基本目標２・３関

連） 

    ａ 子育てに魅力を感じるまちづくりの推進・子育て支援の充

実 

    (a)～(c) （略） 

    (d)  放課後児童クラブや放課後子供教室への支援 

    (e)  公共交通網などの基盤整備の促進等 

    (ｳ)  観光資源を活用した地域活性化（基本目標２関連） 

    ａ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a) （略） 

    (b)  グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資

源を活用した多彩な体験型観光づくり等 

    （新設） 

 

 (4) 県央地域 
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  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

    (ｱ) （略） 

    (ｲ)  圏央道などの利便性の高い交通網を活用した雇用の創出（基

本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道以北地域などへの産業地誘導等 

 

(5)  川越地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 就業時に転出超過となっている２０代を中心とした若者の定着

を促進するため、企業立地による雇用の創出や若者の就業支援の

ための取組が必要である。 

 また、越生町の梅、毛呂山町のゆずなどの地域の特産品を生か

した６次産業化、ブランド化に取り組むことも重要である。 

 川越市は、蔵造りの町並みなどに国内外から多くの観光客が訪

れており、地域ぐるみでより多くの観光客を迎え入れる環境を作

るほか、商店街の空き店舗対策などの取組を一層強化し、商店街

の振興を図ることなどにより、地域活性化につなげることが重要

である。 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

    (ｱ) （略） 

    (ｲ)  圏央道などの利便性の高い交通網を活用した雇用の創出（基

本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道沿線地域に加えて圏央道以北地域への産業地誘導

等 

(5)  川越地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 就業時に転出超過となっている２０代を中心とした若者の定着

を促進するため、企業立地による雇用の創出や若者の就業支援の

ための取組が必要である。 

 また、越生町の梅、毛呂山町のゆずなどの地域の特産品を生か

した６次産業化、ブランド化に取り組むことも重要である。 

 川越市は、蔵造りの町並みなどに国内外から多くの観光客が訪

れており、さらに東京２０２０オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催などを契機として、地域ぐるみでより多くの観光客

を迎え入れる環境を作るほか、商店街の空き店舗対策などの取組

を一層強化し、商店街の振興を図ることなどにより、地域活性化
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    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6) 比企地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

    (ｱ)  （略） 

    (ｲ)  結婚・子育て世代を中心とした定着・転入促進（基本目標

１・２・３関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)  圏央道以北地域などへの産業地誘導 

    (b)・(c) （略）  

    ｂ （略） 

につなげることが重要である。 

    (ｱ)・(ｲ) （略） 

    (ｳ)  スポーツを生かした地域振興、地域経済の活性化（基本目

標２関連） 

    ａ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等を契機とした地域の活性

化 

    (a)  スポーツを生かした地域振興や本県の多様な魅力の発信

などによるレガシーの創出 

    (b)  公共交通網などの基盤整備の促進 

    (c)  東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等

に向けた多言語対応の充実等 

 (6) 比企地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

    (ｱ)  （略） 

    (ｲ)  結婚・子育て世代を中心とした定着・転入促進（基本目標

１・２・３関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)  圏央道沿線地域に加えて圏央道以北地域への産業地誘導 

    (b)・(c) （略）  

    ｂ （略） 
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    ｃ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a)  グルメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用

した多彩な体験型観光づくり 

    (b)  市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用

の促進等 

    ｄ 結婚、妊娠・出産への支援 

    (a) （略） 

 (7) 西部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 生産年齢人口が減少していく中で、活発な企業・経済活動を維

持・増大し、地域経済社会の活力を維持することが重要である。 

 今後の地域社会の活力を維持していく上で、現在転出超過とな

っている２０代を中心とした若者の定着・転入を促進していくた

め、地域の魅力発信を行い地域への愛着を高めるとともに、観光

の推進に取り組むことが重要である。 

 

 また、子育て世代の定住を促進し、社会増を適切に維持するた

め、子育て環境の整備も重要である。 

 （削る） 

 

   (ｱ) （略） 

   (ｲ)  ２０代を中心とした定着・転入促進（基本目標２関連） 

    ｃ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a)  グルメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源を活用

した多彩な体験型観光づくり等 

    （新設） 

 

    ｄ 結婚・出産への支援 

    (a) （略） 

 (7) 西部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

 生産年齢人口が減少していく中で、活発な企業・経済活動を維

持・増大し、地域経済社会の活力を維持することが重要である。 

 今後の地域社会の活力を維持していく上で、現在転出超過とな

っている２０代を中心とした若者の定着・転入を促進していくた

め、高麗郡建郡１３００年やテーマパークの開設などを契機とし

て、地域の魅力発信を行い地域への愛着を高めるとともに、観光

の推進に取り組むことが重要である。 

 また、子育て世代の定住を促進し、社会増を適切に維持するた

め、子育て環境の整備も重要である。 

 さらに、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会

の開催などを契機として地域の活性化を図る取組が重要である。 

    (ｱ) （略） 

    (ｲ)  ２０代を中心とした定着・転入促進（基本目標２関連） 
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    ａ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  テーマパーク等を活用した新たな地域振興 

    (d)  市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用

の促進等 

    ｂ （略） 

   (ｳ) （略） 

   （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (8) 利根地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

   (ｱ)  ２０代を中心とした若者の定着と子育て世代の転入促進（基

本目標２・３関連） 

    ａ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  テーマパーク等を活用した新たな地域振興等 

    （新設） 

 

    ｂ （略） 

   (ｳ) （略） 

   (ｴ)  スポーツを生かした地域振興、地域経済の活性化（基本目

標２関連） 

    ａ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等を契機とした地域の活性

化 

    (a)  スポーツを生かした地域振興や本県の多様な魅力の発信

などによるレガシーの創出 

    (b)  公共交通網などの基盤整備の促進 

    (c)  東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等

に向けた多言語対応の充実等 

 (8) 利根地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

   (ｱ)  ２０代を中心とした若者の定着と子育て世代の転入促進（基

本目標２・３関連） 
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    ａ （略） 

    ｂ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a)  （略） 

    (b)  グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源

を活用した多彩な体験型観光づくり 

    (c)  市町村や民間事業者などと連携した水辺空間の利活用

の促進等 

    ｃ 結婚、妊娠・出産への支援 

    (a)  （略） 

   (ｲ)  活発な経済活動の維持・増大（基本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  東北縦貫自動車道沿線地域や圏央道以北地域などへの産

業地誘導 

    (d)・(e) （略） 

 (9)北部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

 ２０代の若者の転出超過が著しいことから、２０代を中心とし

た若者の定着・転入を促進するため、ラグビーワールドカップ２

０１９のレガシーなどを生かして地域の活性化を図るとともに、

県北部の拠点としての機能を充実する必要がある。さらに、国宝

    ａ （略） 

    ｂ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

    (a)  （略） 

    (b)  グルメ・アニメ・歴史・文化芸術・産業などの地域資源

を活用した多彩な体験型観光づくり等 

    （新設） 

 

    ｃ 結婚・出産への支援 

    (a)  （略） 

   (ｲ)  活発な経済活動の維持・増大（基本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道沿線地域に加えて圏央道以北地域、東北縦貫自動

車道沿線地域への産業地誘導 

    (d)・(e) （略） 

 (9)北部地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

 ２０代の若者の転出超過が著しいことから、２０代を中心とし

た若者の定着・転入を促進するため、ラグビーワールドカップ２

０１９TMの開催等を契機として、地域の活性化を図るとともに、

県北部の拠点としての機能を充実する必要がある。さらに、国宝
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に指定された妻沼聖天山などを活用した魅力の発信や観光の推進

等に取り組むことが重要である。 

    （略） 

    (ｱ)  活発な経済活動の維持・増大（基本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道以北地域などへの産業地誘導 

    (d)・(e) （略） 

   (ｲ)・(ｳ) （略） 

   (ｴ)  地域の魅力発信と地域経済の活性化（基本目標２関連） 

 

    ａ 埼玉県の魅力発信と観光の推進 

 

 

    (a) ラグビーワールドカップ２０１９、東京２０２０オリン

ピック・パラリンピックのレガシーを生かした公園等の利

活用等 

    （削る） 

 (10) 本庄地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

   (ｱ)  農業振興や利便性の高い交通網を活用した産業集積（基本

に指定された妻沼聖天山などを活用した魅力の発信や観光の推進

等に取り組むことが重要である。 

    （略） 

    (ｱ)  活発な経済活動の維持・増大（基本目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道沿線地域に加えて圏央道以北地域への産業地誘導 

    (d)・(e) （略） 

   (ｲ)・(ｳ) （略） 

   (ｴ)  スポーツを生かした地域振興、地域経済の活性化（基本目

標２関連） 

    ａ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、ラ

グビーワールドカップ２０１９TM等を契機とした地域の活性

化 

    (a)  スポーツを生かした地域振興や本県の多様な魅力の発信

などによるレガシーの創出 

 

    (b)  公共交通網などの基盤整備の促進等 

 (10) 本庄地域 

  ア・イ （略） 

  ウ 地域の特徴に基づく重点課題・施策 

    （略） 

   (ｱ)  農業振興や利便性の高い交通網を活用した産業集積（基本
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目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道以北地域などへの産業地誘導 

    (d)～(f) （略） 

   (ｲ)・(ｳ)  （略） 

 (11) （略） 

 

目標１関連） 

    ａ 次世代産業・先端産業の振興、農林業の振興 

    (a)・(b) （略） 

    (c)  圏央道沿線地域に加えて圏央道以北地域への産業地誘導 

    (d)～(f) （略） 

   (ｲ)・(ｳ)  （略） 

 (11) （略） 

 

 


